
公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数

事業用自動車の重大事故に関する事故
調査分析研究業務【業務委託】
一式

支出負担行為担当官
国土交通省自動車局長
堀内　丈太郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.1
（公財）交通事故総合分析センター
東京都千代田区神田猿楽町2-7-8

2010005018547

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務について、参加意思確認書の提出を招請する公募を実施した結果、
参加意思確認書の提出者はいなかったことから、会計法第２９条の３第４項
及び予算決算及び会計令第１０２条の４第３項の規定により、当該契約の相
手方と委託契約を締結したものである。
なお、当該契約の相手方は、道路交通法第１０８条の１３に基づく交通事故
調査分析センターとして指定を受け、事故調査を実施している唯一の法人で
ある。

125,469,854 125,460,000 99.99% - 公財 国認定 1者

道路交通情報に関する業務
支出負担行為担当官
北海道開発局開発監理部長　池下　一文
北海道札幌市北区北8条西2丁目

R5.4.3
（公財）日本道路交通情報センター
東京都千代田区飯田橋1丁目5-10

2010005004175

・会計法第29条の3第4項
・本業務は、道路工事等による通行規制に関する情報等について収集整理
し、道路利用者への提供等を行うことを主な内容としている。
　 本業務の実施にあたっては、道路管理者等の管理業務の一部である道
路及び道路交通の現況把握及び道路利用者への周知を行うものであること
から、受託者には道路管理者等と同等の専門的かつ高度な情報収集能力
と発信能力を有することが必要であリ、災害や異常気象に伴う通行止め等
が発生した場合においては、必要な情報収集を実施し、ラジオ・テレビ、直接
電話等を通じて重大な事象が発生している旨の情報提供に努めることが求
められる。
　公益財団法人日本道路交通情報センターは、道路交通情報提供業務の
充実強化の必要性を背景に、警察・道路管理者両者において情報を一元的
に収集し、正確かつ迅速に情報提供することによって交通の安全及び円滑
化を図るために設立された唯一の法人である。設立以来、同センターは、情
報収集・提供のコンピュータシステム及び全国ネットワークを構築し、また全
国各地に配置している職員は、情報の収集及び電話・ラジオ・テレビ等の複
数の媒体を通した情報の提供に不可欠な専門的かつ高度な知識、技術及
び技能を習得している。
　このように、同センターは、北海道開発局等の道路管理者から情報を随時
収集し、情報の分析と迅速な情報提供ができる体制を有している唯一の団
体である。 また、本業務は災害時においても、業務を遂行することが求めら
れるが、 同センターは、電気通信事業法に基づき、災害時優先通信ができ
る「輪送の確保に直接関係がある機関」として総務大臣からの指定を受けて
いる。
　以上のことから、会計法第29条の3第4項および予決令第102条の4第3号
の規定により左記相手方と随意契約を締結するものである。

78,389,000 78,389,000 100.00% - 公財 国認定 1者

令和５年度民族共生象徴空間構成施設
の管理運営業務

支出負担行為担当官
国土交通省北海道局長　橋本　幸
東京都千代田区霞が関2-1-2

R5.4.3
（公財）アイヌ民族文化財団
北海道札幌市中央区北1条西7丁目

1430005001164

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
　「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関
する法律」（平成31年法律第16号。以下「法」という。）第９条第１項におい
て、「民族共生象徴空間構成施設の管理を当該指定を受けた者（以下「指定
法人」という。）に委託するものとする。」が定められている。
　指定法人の指定については、同法２０条第１項の規定に基づき、令和元年
５月２４日付けで公益財団法人アイヌ民族文化財団が指定されている。
　以上より、当該業務を行う指定法人は、公益財団法人アイヌ民族文化財団
であることから、契約の性質又は目的が競争を許さず、会計法（昭和22 年
法律第35 号）第29条の3第4項に基づき随意契約するものである。

1,692,528,000 1,692,528,000 100.00% - 公財 国認定 1者

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公益法人の場合

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格（円） 契約金額（円） 落札率

再就職
の役員
の数

備考

様式２－４



公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数

公益法人の場合

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び
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再就職
の役員
の数

備考

令和５年度改正半島振興法の施行状況
の評価のための評価

支出負担行為担当官
国土交通省
国土政策局長　木村　実
東京都千代田区霞が関２－１－２

R5.4.3
（公財）未来工学研究所
東京都江東区深川２ー６ー１１

4010605000134

①法令根拠：会計法第29条の3第4項予算決算及び会計令第102条の4第3号
②理由：半島地域は、三方を海に囲まれた特徴的な地形から、古くから漁業や海上輸送等の拠点
として発展してきた。また、火山活動に伴う地形の隆起等の成り立ちから、独自の自然環境や文化
を形成しており、これらの豊富な地域資源を活かした優れた特産品が存在する。一方、半島地域
は、平地に恵まれていないなどの厳しい条件から、主要交通機関へのアクセスが容易でない、人
口の流出に悩まされているなどの課題がある。
このような半島地域を活性化するため、国は『半島振興法(昭和60年法律第63号)』を制定し、同法
に基づき『半島振興対策実施地域』に指定された地域の振興を図っている。具体的には、各道府
県が、同地域を振興するために概ね10年間を計画期間とする『半島振興計画』を作成し主務大臣
の同意を得ている場合に、様々な支援措置を講じており、現在の半島振興計画は平成27年度に作
成されたものとなっている。
同法は、10年間の時限立法として制定され、これまでに３度の延長がなされており、直近の平成27
年改正においては、多様な主体が連携・協力して実施する事業に対する助成措置に関する規定
（第６条第２項）や、市町村が『産業振興促進計画』を作成した場合に国が支援するスキームに関
する規定（第９条の２から第９条の11）等が新たに導入された。
平成27年に改正された半島振興法が令和６年度末に期限を迎えるため、同法の施行状況を評価
するとともに、今後の半島振興施策のあり方を検討していく必要がある。
このため、本調査では、半島振興法の施行状況の評価のために必要となる以下の事項について
調査を行う。
○半島振興計画の評価のための現況把握
○基本情報の整理及び今後の半島振興施策のあり方を検討する上で重視すべき事項の検討
○半島振興法の配慮規定に関する現況把握
したがって、本業務の実施にあたっては、半島振興法の施行状況を把握するにあたっての基礎的
な統計データの分析を行うことができる経験に加え、今後のあり方を検討するためのアプローチ手
法の提案を行うための高度な知見を有していることが求められる。
上記要件を満たしつつ的確に調査を遂行し得る者を選定すべく企画競争を実施することとし、企画
提案書の募集を行ったところ、１社から応募があった。各企画提案書の内容をそれぞれ的確性、実
現性、独創性、配置予定担当者の経験及び能力、手持ち業務件数、実施体制、実施手順等の観
点から比較検討したところ、公益財団法人未来工学研究所からの提案が、本調査の目的としてい
る事項の検討・分析等の方法についてよく理解をし、的確かつ具体的に示されており、企画競争有
識者委員会の審議において意見聴取を経たうえで、企画競争委員会において本業務を実施する
にあたり最も効果的であると認められた。
このため、同社を契約相手先と特定し、その企画提案をふまえた仕様書を作成し、契約手続きを
行うものである。
以上から、本業務については契約の性質及び目的が競争を許さない場合に該当するため、会計法
第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の４第３号の規定により、同社と随意契約す
るものである。

11,001,100 10,989,000 99.89% - 公財 国認定 １者

令和６年地価調査業務
支出負担行為担当官
不動産・建設経済局長　長橋　和久
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.3

（公社）日本不動産鑑定士協会連合
会
東京都港区虎ノ門3-11-15　ＳＶＡＸ
ＴＴビル

7010405010470

会計法第29条の3第4項
　　予算決算及び会計令第102条の4第3号

　本件は、地価公示法の規定に基づき標準地の正常な価格を公示するため
に行う業務であり、その結果は国民の社会・経済生活に重大な影響を及ぼ
すことから、標準地の選定、鑑定評価等にあたっては、実施についての基準
等を定め全国的な整合を図る必要がある。また、標準地が全国の26,000地
点に設定され、鑑定評価業務等に従事する約2,400人の鑑定評価員（以下
「評価員」という。）も全国47都道府県に所在していることから、契約の相手
方としては、本業務に関する必要な事項を全国の各評価員に効率的かつ正
確に周知徹底することが必須であり、地域ごとの事情に応じて全評価員の
業務の進行管理等を円滑に行うことができる連絡体制が必要である。
　このことから、価格中心による一般競争には馴染まないため、本業務の実
施者の選定においては企画競争を実施することがふさわしいと判断し、企画
提案書の公募を行ったところ、公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会
1者から企画提案書が提出された。
　企画提案書を審査した結果、実施方針、特定テーマに係る提案、実施体
制の充実度、担当予定職員の適性等が的確であると認められたことから、
公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会を本業務の実施者として最適
格者と判断し特定したものである。
　よって、本業務は、会計法第29条の3第4項及び予算決算及び会計令第
102条の4第3号により、左記と随意契約するものである。

42,482,000 42,374,200 99.75% - 公社 国認定 1者
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道路交通情報に関する業務
支出負担行為担当官　丹羽　克彦
国土交通省道路局
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.3
（公財）日本道路交通情報センター
東京都千代田区飯田橋1-5-10　教
販九段ビル7階

2010005004175

本業務は、道路工事等による通行規制に関する情報等について収集整理
し、道路利用者への提供等を行うことを主な内容としている。
具体的には、委託業務実施要領の５（１）に基づく情報について、各地方整
備局に配置された職員や各地方整備局との機器接続により収集し、道路利
用者に対し、適時適切に提供するものである。
本業務の実施にあたっては、道路管理者等の管理業務の一部である道路
及び道路交通の現況把握及び道路利用者への周知を行うものであることか
ら、受託者には道路管理者等と同等の専門的かつ高度な情報収集能力と
発信能力を有することが必要であり、また、災害や異常気象に伴う通行止め
等が発生した場合には、 道路利用者の交通の安全確保に 重大な事象であ
ることに鑑み、 ラ
ジオ、テレビ等を通じ 、 優先的に情報提供に努めることが求められる。
公益財団法人日本道路交通情報センターは、道路交通情報の充実・広域化
の必要性を背景に、道路交通情報の提供が、行政の責務・道路管理業務の
一部として位置づけられ、警察・道路管理者間の情報を一元的に収集し、正
確かつ迅速に情報提供することによって交通の安全及び円滑化を図ること
を目的として閣議了承にて警察庁・建設省の共管で設立された法人である。
当センターは、情報収集・提供のコンピュータシステム及び全国ネットワーク
を構築するとともに、全国の道路管理者及び公安委員会に職員を配置する
ことにより、全国各地の様々な道路に関する情報を一元化し、提供できる体
制を有しており、また、職員は、テレビ、ラジオ等のメディアを通じた情報の提
供に不可欠な専門的かつ高度な知識、技術及び技能を習得している。
さらに、災害等非常発生時においては、道路利用者に対し、緊急に情報提
供することが求められるため、電気通信事業法に基づき、優先通信ができる
「輸送の確保に直接関係がある機関」として総務大臣から指定を受けている
団体である。
このように、現状において、道路利用者の安全と利便を図るため、道路及び
道路交通に関する情報を収集、提供を行い、もって道路交通の安全と円滑
化に資することができる唯一の団体である。
以上のことから、会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号
の規定により随意契約を締結するものである。

221,834,000 221,834,000 100.00% - 公財 国認定 1者

都市における自転車等の多様なモビリ
ティの利用環境整備のあり方に関する
調査検討業務

支出負担行為担当官
都市局長
天河　宏文
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.3
共同提案体（代表者）
（公社）日本交通計画協会
東京都文京区本郷3-23-1

8010005003758

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務では、自転車等の多様なモビリティの利用動向を把握するとともに、
法制度や今後の動向を踏まえた上で、都市における駐車環境をはじめとし
た利用環境整備のあり方について検討することを目的とする。
    　本業務を行うにあたっては、自転車政策に関する業務を行った実績を
有していることなどが必要であり、担当者の知識や経験及び本業務のテー
マ等の検討方法についての幅広い提案を評価し、優れた提案を選定する企
画競争を経て発注することが適切であるため、価格中心による一般競争で
はなく、当該手続きを行ったところである。
    　その結果、上記相手方の企画提案は、本業務の趣旨を的確に理解し、
妥当性の高い実施手順を提示しており、特定テーマに対する企画提案につ
いても、的確性及び実現性に優れていると判断したこと、また、本業務の遂
行にあたって十分な専門性、経験があると判断したことから、企画競争実施
委員会及び企画競争有識者委員会にて当該共同提案体を特定したもので
ある。
    　したがって本調査については、会計法第２９条の３第４項及び予決令第
１０２条の４第３号に基づき、自転車等の利用動向の変遷を踏まえた都市交
通施策に関する調査検討業務　公益社団法人日本交通計画協会・株式会
社ドーコン東京支店共同提案体と随意契約を行うものである。

14,977,600 14,927,000 99.66% - 公社 国認定 １者

都市における自転車等の多様なモビリ
ティの利用環境整備のあり方に関する
調査検討業務

支出負担行為担当官
都市局長
天河　宏文
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.3
共同提案体（代表者）
（公社）日本交通計画協会
東京都文京区本郷3-23-1

8010005003758

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務では、自転車等の多様なモビリティの利用動向を把握するとともに、
法制度や今後の動向を踏まえた上で、都市における駐車環境をはじめとし
た利用環境整備のあり方について検討することを目的とする。
    　本業務を行うにあたっては、自転車政策に関する業務を行った実績を
有していることなどが必要であり、担当者の知識や経験及び本業務のテー
マ等の検討方法についての幅広い提案を評価し、優れた提案を選定する企
画競争を経て発注することが適切であるため、価格中心による一般競争で
はなく、当該手続きを行ったところである。
    　その結果、上記相手方の企画提案は、本業務の趣旨を的確に理解し、
妥当性の高い実施手順を提示しており、特定テーマに対する企画提案につ
いても、的確性及び実現性に優れていると判断したこと、また、本業務の遂
行にあたって十分な専門性、経験があると判断したことから、企画競争実施
委員会及び企画競争有識者委員会にて当該共同提案体を特定したもので
ある。
    　したがって本調査については、会計法第２９条の３第４項及び予決令第
１０２条の４第３号に基づき、自転車等の利用動向の変遷を踏まえた都市交
通施策に関する調査検討業務　公益社団法人日本交通計画協会・株式会
社ドーコン東京支店共同提案体と随意契約を行うものである。

14,977,600 14,927,000 99.66% - 公社 国認定 １者
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市街地再開発事業における公共性の拡
張等と地域との持続的な連携の実
現に向けた制度改善等検討業務

支出負担行為担当官　天河　宏文
国土交通省都市局
東京都千代田区霞が関2－1－3

R5.4.3
共同提案体（構成員）
（公社）街づくり区画整理協会 他2者
東京都千代田区紀尾井町3-32

4010005018652

会計法第29条の3第4項
　予決令第102条の4第3号
本業務は、市街地再開発事業における人口減少、低未利用地の増加等の
社会情勢の変化を踏まえた新たな公共性・公益性へのニーズに対応する施
設の整備や立体道路制度に対する新たなニーズへの対応及び事業完了後
の施設運営、周辺も含めたエリアマネジメントの一貫性・連続性を図る必要
性について、都市計画基本問題小委員会において課題として提示されてお
り、これらについて現行の市街地整備制度の見直し・運用改善を調査、検討
することが必要であることから、都市再開発法の法目的に照らした今後の公
共性のあり方の検討や再開発会社施行における施行後まで含めた一体的
な運営を担保するための方策など具体的な検討を行うことを目的としてい
る。
履行にあたっては、社会のニーズに対応した市街地再開発の推進に向けた
運用の改善など制度的課題や支援制度のあり方、事業完了後を見据えた
事業マネジメントのあり方等に関して検討することが必要である。
このため、本案件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者の知
識や経験、業務の実施方針、特定テーマに対する企画提案等を評価し、請
負者を選定できる企画競争により発注することが適切であり、当該手続きを
行ったところである。
　企画競争実施のため、令和5年2月24日から令和5年3月13日までの期間、
庁舎内掲示板および調達情報公開システムにて本調査に関する企画を募
集したところ、3者が業務説明書の交付を求め、1者から企画書の提出が
あった。提出のあった1者の企画書の内容について、評価者3名による匿名
審査方式で書類審査を行い、「企画競争実施委員会」に諮った結果、市街地
再開発事業における公共性の拡張等と地域との持続的な連携の実現に向
けた制度改善等検討業務共同提案体の企画提案が優れていることから、同
共同提案体が特定された。
　その内容は、実現性・的確性が高く、本調査を確実に遂行できると判断さ
れることから、会計法第29条の3第4項及び予算決算及び会計令第102条の
4第3号に基づき、同共同提案体と随意契約を行うものである。

14,993,000 14,982,000 99.93% - 公社 国認定 1者

鉄道車両における次世代バイオディー
ゼル燃料の実証・評価

支出負担行為担当官　須藤　明夫
国土交通省大臣官房会計課
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.3
(公財)鉄道総合技術研究所
東京都国分寺市光町2-8-38

3012405002559

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、鉄道技術開発・普及促進制度において、「鉄道車両における次世代バイオディーゼル燃料の
実証・評価」について技術開発を進めるものである。
具体的には、気候変動の影響による自然災害の激甚化・頻発化が懸念されるなど、気候変動対策の推進
は我が国のみならず地球規模での対応が求められる喫緊の課題となっており、鉄道部門においても、再
生可能エネルギーの導入など、電力の脱炭素化に向けた取組が進められる中で、非電化区間の脱炭素
化に向け、鉄道車両におけるバイオディーゼル燃料の導入を可能とするための技術開発を行うものであ
る。
本業務の実施にあたっては、以下に掲げる技術力、業務執行体制及び業務実績に関する要件が求めら
れるが、これらの要件を全て満たし、かつ、令和４年度に行った実施結果が、外部有識者より一定の評価
を得たことから、公益財団法人鉄道総合技術研究所、北海道旅客鉄道株式会社、東日本旅客鉄道株式
会社、東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社、九州旅客鉄道株式
会社及び日本貨物鉄道株式会社（以下、「鉄道総研等」という。）を特定法人等として決定している。
以下の応募要件を満たすと認められる者がいない場合にあっては、特定法人等との契約手続に移行する
ことを明示して参加意思確認書の提出を招請する公募を行った結果、参加意思確認書の提出はなかっ
た。
（応募要件）
【技術力に関する要件】
鉄道車両に関する専門的知識を有すること。

【業務執行体制に関する要件】
技術開発機関代表者及び技術開発機関分担者は、以下のいずれかに該当すること。
①　学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学又は同附属試験研究機関やその他公的研究開発
機関に所属する研究者等（国家公務員法（昭和22年法律第120号）第2条に規定する一般職に属する職
員を除く。ただし、教育公務員特例法（昭和24年法律第1号）の適用を受ける者及び非常勤職員はこの限
りでない。）
②　研究を主な事業目的としている、特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人
及び公益財団法人、又は当該法人に所属する研究者等。
③　日本に登記されている民間企業等に所属する技術者等。
※日本に登記されている民間企業等は、以下の基準を満たすことを条件とする。
一　民法、商法その他法律により設立された法人であること。
　　（定款及び財務諸表を添付すること）
二　提案した技術開発分野について実施する能力を有する機関であること。また、日本国内に本申請に係
る主たる技術開発のための拠点を有すること。
三　技術開発費の機関経理に相応しい仕組みを備えていること。

【業務実績に関する要件】
鉄道車両に関する技術開発実績を有すること。

以上のことから、本業務を遂行することができるのは、「参加意思確認書の提出を招請する公募」にあたり
特定法人等として特定していた鉄道総研等しかなく、会計法第29条の３第４項の契約の性質又は目的が
競争を許さない場合に該当するため、当該事業者を選定業者として選定するものである。

59,737,169 59,237,000 99.16% - 公財 国認定 1者
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自動運転車の事故に関する事故調査分
析研究業務【業務委託】
一式

支出負担行為担当官
国土交通省自動車局長
堀内　丈太郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.3
（公財）交通事故総合分析センター
東京都千代田区神田猿楽町2-7-8

2010005018547

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務について、参加意思確認書の提出を招請する公募を実施した結果、
参加意思確認書の提出者はいなかったことから、会計法第２９条の３第４項
及び予算決算及び会計令第１０２条の４第３項の規定により、当該契約の相
手方と委託契約を締結したものである。
なお、当該契約の相手方は、道路交通法第１０８条の１３に基づく交通事故
調査分析センターとして指定を受け、事故調査を実施している唯一の法人で
ある。

43,239,372 39,712,603 91.84% - 公財 国認定 1者

令和5年度土木学会特別会員会費
一式

支出負担行為担当官
九州地方整備局副局長
杉中　洋一
福岡県福岡市博多区博多駅東2-10-7

R5.4.3
(公社)土木学会
東京都新宿区四谷1

5011105004847

会計法第２９条の３第４項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益社
団法人土木学会は、土木工学の進歩および土木事業の発達ならびに土木
技術者の資質の向上を図り、もって学術文化の進展と社会の発展に寄与す
ることを目的として設立された法人である。
　その活動は、コンクリート工学や構造工学ならびに、水理学などの基礎分
野から、土木計画学などの応用分野に至るまで広範囲にわたり、最新の土
木技術、土木教育に関する調査・研究を行っている。
　土木全般の最先端の情報収集や土木全般に関する技術力向上は、港湾
空港行政に携わる官署として各事業を遂行していく上で必要でありこのよう
な情報を公益社団法人土木学会から得るためには会員となる必要がある。
　本契約は、上記の理由から会計法第２９条の３第４項に基づき、公益社団
法人土木学会と随意契約するものである。

1,200,000 1,200,000 100.00% - 公社 国認定 1者

人口減少を踏まえた下水道事業運営に
関する検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.6

共同提案体
（公財）日本下水道新技術機構　他2
者
東京都新宿区水道町3-1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
我が国の汚水処理人口普及率は令和３年度末時点で92.6%であり、令和８年
度までに施設整備を概ね完了することを目指し整備を進めている。一方、今
後人口減少の急速な進行が予想されており、国としても将来の人口減少を
見据えた都道府県構想の見直しを推進している。地方公共団体は、下水道
計画区域の縮小などの対策を行っているが、施設の老朽化や財政難等の
課題も重なり、下水道事業を取り巻く環境は非常に厳しいものである。
一層厳しさを増す昨今の情勢を踏まえ、下水道事業の持続性向上のための
さらなる取り組みが必要である。
本業務では、下水道事業を持続的に運営していくために、人口減少を踏ま
えた施設の更新を行っていく必要があり、処理場の統合・共用や既整備区
域を含めた区域の見直しなどの対策や支援のあり方の検討を行うことを目
的とする。
　本業務の実施にあたっては、下水道分野における効率的な施設更新に関
する幅広い知見に基づき、下水道事業運営のあり方に関する問題意識を踏
まえた上で現行の執行体制などの課題・懸念点等の改善を図るために高度
な検討の実施が必要であり、企画競争する必要があった。
　したがって、企画競争による手続きを行い、上記相手方の企画提案書は、
本業務に対する理解度が高く、業務の目的にかなった｢的確性｣が評価でき
ること等から妥当であるとして、企画競争等審査委員会において特定され
た。
　よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結す
るものである。

19,910,000 19,899,000 99.94% - 公財 国認定 1者

ドーハ国際園芸博覧会出展調査業務

支出負担行為担当官
都市局長
天河 宏文
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.7
(公財)都市緑化機構
東京都千代田区神田神保町3-2-4

9010005011405

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、2023年にカタール国ドーハで開催される国際園芸博覧会におい
て日本国政府出展を行うに当たり、日本の有する造園文化や高度な造園緑
化技術に係る情報の発信及び２０２７年国際園芸博覧会のPR方法の検討を
行い、我が国の造園・緑化技術の効果的な海外展開の方策を検討する。
本業務の履行にあたっては、日本国政府出展の展示実施計画や運営及び
維持管理計画を検討するなど、出展企画に係る全体的なコーディネートや現
地調査、設計、整備等の調整を行う能力が必要である。
このため、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者の知識
や経験、業務の実施方針、特定テーマに対する企画提案等を評価し、請負
者を選定できる企画競争により発注することが適切であり、当該手続きを
行ったところである。
企画競争実施のため、令和５年２月１５日から令和５年３月１日までの期間、
庁舎内掲示板及び調達情報公開システムにて本業務に係る企画を募集し
たところ、１者が業務説明書の交付を求め、期限までに１者から企画提案書
の提出があった。提出のあった１者の企画提案書の内容について、評価者
３名による匿名審査方式による書類審査を行い、「企画競争実施委員会」及
び「都市局企画競争有識者委員会」に諮った結果、公益財団法人 都市緑化
機構の企画提案が特定された。
その内容は、業務の理解度が高く、特定テーマに対する企画提案について
も的確性・実現性があり、本業務の遂行に当たって十分な専門性、経験を有
していると判断されることから、会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び
会計令第１０２条の４第３号に基づき、同社と随意契約を行うものである。

9,999,000 9,979,999 99.80% - 公財 国認定 1者
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海岸利活用や環境保全に関する民間力
の活用施策検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.7
（公財）リバーフロント研究所
東京都中央区新川1-17-24

1010005018655

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
本業務は、民間力を活用した持続可能な海岸利活用や環境保全に関する
施策を検討し、取組みを実践することで、海岸利活用を推進することを目的
とするものであり、海岸利活用や環境保全に関する専門的な知識が求めら
れる。
したがって、企画競争による手続きを行い、その結果、上記相手方の企画提
案は本業務に対する業務理解度及び特定テーマに対する企画提案の実現
性が高く、企画競争等審査委員会において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
ものである。

11,990,000 11,990,000 100.00% - 公財 国認定 1者

画像を用いたトンネル健全度自動判定・
要注意箇所表示技術の開発

支出負担行為担当官　須藤　明夫
国土交通省大臣官房会計課
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.7
(公財)鉄道総合技術研究所
東京都国分寺市光町2-8-38

3012405002559

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本事業は、国土交通省技術基本計画等に位置付けられている国土交通省の交通運輸分野に係る政策課題の解
決に資する研究開発を重点的に実施する交通運輸技術開発推進制度において、「画像を用いたトンネル健全度
自動判定・要注意箇所表示技術の開発」について、研究開発を進めるものである。具体的には、従来は熟練技術
者が実施していた健全度判定作業に対して撮影画像に基づきAIが実施する健全度自動判定システムを開発する
とともに、時間を要していた要注意箇所の確認に対して要注意箇所の位置を覆工に投影するシステムを開発する
ものである。
本研究を遂行するにあたっては、以下の応募要件に示す高い技術力を有している必要がある。
公益財団法人鉄道総合技術研究所は、本研究開発に係る以下の応募要件を全て満たしており、かつ、本研究開
発を遂行する能力を有する機関は、知る限りにおいて本機関しか存在しない。このため、当該機関を特定法人等
と特定した上で、以下の応募要件を満たすと認められる者がいない場合に特定法人等との随意契約手続きに移
行することを明示して「参加意思確認書の提出を招請する公募」を行ったところ、参加意思確認書を提出するもの
がいなかった。

（応募要件）
【技術力に関する要件】
本研究を実施するにあたり、以下の要件を満たす。
１）トンネルの構造や変状、維持管理について知見を有すること。
２）ひび割れや漏水の度合いをAIにより自動的に判定するシステムの開発や、レーザー光により要注意箇所を覆
工側に表示するシステムの開発について、実績を有すること。

【業務執行体制に関する要件】
研究代表者及び研究分担者は、以下のいずれかに該当すること。
１）学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学又は同附属試験研究機関やその他公的研究開発機関に所
属する研究者（国家公務員法（昭和22年法律第120号）第2条に規定する一般職に属する職員を除く。ただし、教
育公務員特例法（昭和24年法律第1号）の適用を受ける者及び非常勤職員はこの限りでない。）
２）研究を主な事業目的としている、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人及び公益財団法人、又は当該
法人に所属する研究者。
３）日本に登記されている民間企業等又は当該法人に所属する研究者。

※日本に登記されている民間企業等は、以下の基準を満たすことを条件とする。
①　民法、商法その他法律により設立された法人であること。（定款及び財務諸表を添付すること）
②　提案した研究開発分野について実施する能力を有する機関であること。また、日本国内に本申請に係る主た
る技術開発のための拠点を有すること。（提案した研究開発分野に関する研究について、自ら実施できる能力を
有する機関であることを証明する資料を記載・添付等すること。（例）研究開発施設や事務所の所在地、研究施設
の概要、近年の学会等研究開発活動に関する報告書等）
③　研究費の機関経理に相応しい仕組みを備えていること。

以上のことから、本委託業務を遂行することができるのは、「参加意思確認書の提出を招請する公募」にあたり、
特定法人等として特定していた、公益財団法人鉄道総合技術研究所しかなく、会計法第29条の３第４項の契約の
性質又は目的が競争を許さない場合に該当するため、当該研究共同体を選定業者として、選定するものである。

18,813,392 18,810,000 99.98% - 公財 国認定 1者

先駆的な緑化関連技術開発及び緑化
技術の普及方策検討のための実証調
査業務

支出負担行為担当官
都市局長
天河 宏文
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.10
(公財)都市緑化機構
東京都千代田区神田神保町3-2-4

9010005011405

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、全国的な普及展開や海外に向けた日本の緑化技術のPR等の効
果が期待できる先駆的な緑化等技術の開発等を実施する事業者を募集・選
定し、技術開発結果の検証や公表に向けたとりまとめを行うとともに、先駆
的な緑化等技術の普及や国内外の情報発信策を検討するものである。
本業務の履行にあたっては、民間事業者や大学の研究機関等を対象とし
て、技術的に未確立等で実装面に課題がある先駆的な緑化関連技術の開
発を実施する事業者を募集し、提案された内容について、ヒアリング等を実
施して必要な情報の整理を行い、学識経験者を含む有識者（有識者の指名
については発注者と協議するものとする。）による審査を経て、提案を実施
する事業者を選定する必要がある。
このため、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者の知識
や経験、業務の実施方針、特定テーマに対する企画提案等を評価し、請負
者を選定できる企画競争により発注することが適切であり、当該手続きを
行ったところである。
企画競争実施のため、令和５年２月１０日から令和５年３月２日までの期間、
庁舎内掲示板及び調達情報公開システムにて本業務に係る企画を募集し
たところ、３者が業務説明書の交付を求め、期限までに１者から企画提案書
の提出があった。提出のあった１者の企画提案書の内容について、評価者
３名による匿名審査方式による書類審査を行い、「企画競争実施委員会」及
び「都市局企画競争有識者委員会」に諮った結果、公益財団法人 都市緑化
機構の企画提案が特定された。
その内容は、業務の理解度が高く、特定テーマに対する企画提案について
も的確性・実現性があり、本業務の遂行に当たって十分な専門性、経験を有
していると判断されることから、会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び
会計令第１０２条の４第３号に基づき、同社と随意契約を行うものである。

48,994,000 48,983,000 99.97% - 公財 国認定 1者



公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数

公益法人の場合

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格（円） 契約金額（円） 落札率

再就職
の役員
の数

備考

民間主体による緑化や緑地保全の促進
方策等検討業務

支出負担行為担当官
都市局長
天河 宏文
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.10
(公財)都市緑化機構
東京都千代田区神田神保町3-2-4

9010005011405

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、特に民間主体による取組を推進するため、屋上等の人工地盤の
緑化についての基礎的情報の収集及び民間企業の環境等に関する非財務
情報の開示の流れを踏まえた緑化や緑地保全の促進方策の検討を行うとと
もに、庭園や公園緑地等を活用した観光振興を通じた地域の活性化を促進
するための普及啓発方策等の検討を行うものである。
本業務の履行にあたっては、近年のESG投資等の進展を踏まえ、民間企業
が保有・創出する緑地が有する生物多様性や吸収源等の多様な機能を、環
境等の非財務情報として効果的に公表することを通じた緑化や緑地保全の
普及啓発方策の検討を行うため、産官学の連携を前提とし、学識経験者や
民間事業との意見交換を通じた情報収集を行う能力等が必要である。
このため、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者の知識
や経験、業務の実施方針、特定テーマに対する企画提案等を評価し、請負
者を選定できる企画競争により発注することが適切であり、当該手続きを
行ったところである。
企画競争実施のため、令和５年２月１４日から令和５年２月２８日までの期
間、庁舎内掲示板及び調達情報公開システムにて本業務に係る企画を募
集したところ、３者が業務説明書の交付を求め、期限までに１者から企画提
案書の提出があった。提出のあった１者の企画提案書の内容について、評
価者３名による匿名審査方式による書類審査を行い、「企画競争実施委員
会」及び「都市局企画競争有識者委員会」に諮った結果、公益財団法人 都
市緑化機構の企画提案が特定された。
その内容は、業務の理解度が高く、特定テーマに対する企画提案について
も的確性・実現性があり、本業務の遂行に当たって十分な専門性、経験を有
していると判断されることから、会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び
会計令第１０２条の４第３号に基づき、同社と随意契約を行うものである。

15,994,000 15,983,000 99.89% - 公財 国認定 1者

洗掘被災橋梁の緊急診断法・補強法の
提案

支出負担行為担当官　須藤　明夫
国土交通省大臣官房会計課
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.10
(公財)鉄道総合技術研究所
東京都国分寺市光町2-8-38

3012405002559

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、鉄道分野に係る生産性革命の目標の実現に向けた技術開発を重点的に実施する鉄道
技術開発・普及促進制度において、「洗掘被災橋梁の緊急診断法・補強法の提案」について技術
開発を進めるものである。
　具体的には、激甚化・頻発化する豪雨災害により河川に架かる鉄道橋梁の傾斜や流出等の被害
が頻発していることを受け、鉄道の河川橋梁の防災機能向上に資する、被災した鉄道河川橋梁の
緊急診断法や補強法の技術開発を行うものである。
　本業務の推進にあたっては、以下に掲げる技術力、業務執行体制及び業務実績に関する要件
が求められるが、これらの要件を全て満たし、かつ、令和４年度に行った実施結果が、外部有識者
より一定の評価を得たことから、鉄道総合技術研究所を特定法人として決定している。
　以下の応募要件を満たすと認められる者がいない場合にあっては、特定法人契約手続に移行す
ることを明示して参加意思確認書の提出を招請する公募を行ったが、参加意思確認書の提出はな
かった。
（応募要件）
【技術力に関する要件】
鉄道河川橋梁の防災・減災に関する専門的知識を有すること。

【業務執行体制に関する要件】
技術研究開発機関代表者及び技術開発機関分担者は、以下のいずれかに該当すること。
① 学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学又は同附属試験研究機関やその他公的研究
開発機関に所属する研究者等（国家公務員法（昭和22年法律第120号）第2条に規定する一般職
に属する職員を除く。ただし、教育公務員特例法（昭和24年法律第1号）の適用を受ける者及び非
常勤職員はこの限りでない。）
② 研究を主な事業目的としている、特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、公益社
団法人及び公益財団法人、又は当該法人に所属する研究者等。
③ 日本に登記されている民間企業等に所属する技術者等。
※日本に登記されている民間企業等は、以下の基準を満たすことを条件とする。
一　民法、商法その他法律により設立された法人であること。（定款及び財務諸表を添付すること）
二　提案した技術開発分野について実施する能力を有する機関であること。また、日本国内に本
申請に係る主たる技術開発のための拠点を有すること。
三　技術開発費の機関経理にふさわしい仕組みを備えていること。

【業務実績に関する要件】
鉄道河川橋梁の防災・減災に関する技術開発の実績を有すること。

以上のことから、本業務を遂行することができるのは、「参加意思確認書の提出を招請する公募」
にあたり特定法人等として特定していた公益財団法人鉄道総合技術研究所しかなく、会計法第29
条の3第4項の契約の性質又は目的が競争を許さない場合に該当するため、当該事業者を選定事
業者として選定するものである。

51,000,066 51,000,000 100.00% - 公財 国認定 1者



公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数

公益法人の場合

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格（円） 契約金額（円） 落札率

再就職
の役員
の数

備考

上下水道行政の一元化に向けた災害復
旧等に関する支援体制検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.12

共同提案体
（公財）日本下水道新技術機構　他2
者
東京都新宿区水道町3-1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
大規模な施設被害が発生した場合、水道及び下水道とも、災害発生の初期
段階から広域的に支援する枠組みを有しているが、水道、下水道のそれぞ
れで対応する枠組みであり、両施設の復旧状況を勘案して機動的に支援人
員を配置することとなっていない。
また、災害発生時において、下水道施設の機能確保が遅れている場合、断
水解消後の流入水量の増加に伴い、汚水が管路施設から溢水する可能性
がある。
本業務は、国土交通省が水道施設と下水道施設の被害状況や災害復旧状
況を一元的に把握することとなることを踏まえ、災害時においても国民生活
への影響を最小化するために、上下水道施設の復旧状況を踏まえた広域
的災害支援体制を構築することを目的とする。
本業務の実施にあたっては、上下水道施設の復旧状況を踏まえた広域的な
支援体制の検討や、上下水道施設の復旧段階における調整・連携事項の
検討といった高い技術・知見が必要であるため、企画競争する必要があっ
た。
その結果、上記相手方の企画提案書は、業務理解度や実施手順が的確に
示されており、業務の目的にかなった「的確性」や「実現性」についても記載
されていることから妥当であるとして、企画競争等審査委員会において特定
された。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
ものである。

27,258,000 27,225,000 99.88% - 公財 国認定 1者

下水汚泥の肥料利用拡大に向けた処理
場特性の調査・検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.13
（公財）日本下水道新技術機構
東京都新宿区水道町3-1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
下水汚泥資源を肥料として活用することは、持続可能な食料システムの確
立や資源循環型社会の構築にも資する取組であり、令和４年９月９日に開
催された食料安定供給・農林水産業基盤強化本部では、今後の検討課題
の一つとして、下水汚泥等の未利用資源の肥料としての利用拡大が掲げら
れた。これを受けて、下水道・農業の関係団体や学識経験者、自治体が参
画する官民検討会を農林水産省と共同で設置し、肥料利用の拡大に向けた
推進策の方向性を取りまとめたところ。今後、農林水産省、国土交通省、農
業分野、下水道分野が連携し、安全性・品質を確保しつつ、消費者も含めた
理解促進も図りながら、下水汚泥資源の肥料利用の大幅な拡大に総力をあ
げて取り組む必要がある。
本業務では、全国の処理場における汚泥等の重金属や肥料成分分析を通
じ、処理場特性や季節変化等のデータ分析を行うとともに、肥料利用に関す
る技術等の整理を行うことで、下水道管理者の肥料利用の検討を促進する
ことを目的とする。
本業務の実施に当たっては、地域や下水道処理方式の特性を把握した上
で、重金属や肥料成分の分析を踏まえ、肥料としての活用可能性や管理手
法の検討等を実施する必要があり、下水道分野、農業分野の双方に関する
知見を有した上での検討が必要不可欠であるため、今般、企画競争による
手続きを行った。
その結果、上記相手方は、業務の理解度及び実施手順が極めて適切であ
り、特定テーマに関する企画提案の的確性、実現性等の観点も適切である
として、企画競争等審査委員会において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
ものである。

100,232,000 99,990,000 99.76% - 公財 国認定 2者

AIを活用した下水処理場運転管理支援
技術調査検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.14

共同提案体
（公財）日本下水道新技術機構　他
１者
東京都新宿区水道町3-1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
下水道分野においては、厳しい財政状況、ストックの適正な維持管理、浸水
や地震・津波への備え、少子化やベテラン職員の大量退職による人材不
足・技術継承への対応といった多岐にわたる課題に直面している。そのよう
な状況の中、市民サービスの向上や災害対応力、マネジメント力の強化を
行い、質が高く、持続可能な下水道事業を維持ならびに向上させていくため
に、データとデジタル技術の活用基盤を構築し、徹底活用することで、業務
そのものや、組織、プロセスを変革する「下水道のDX」に取組んでいる。
また、下水道政策研究委員会「脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会
報告書（令和４年３月）」では、2050年カーボンニュートラルの実現に向けた、
グリーンイノベーション下水道を実現していくための施策展開の視点として、
効率的・効果的な下水処理システムを下支えする基盤として、ICTやAI等、
デジタル技術の活用による下水道のDXを加速することが示された。
本業務の実施に当たっては、AI技術導入の課題や他分野におけるAI技術を
踏まえた上での企画や、AI技術の現状把握や下水道管理者がAI技術を導
入する推進方法を踏まえた検討が必要不可欠であり、今般、企画競争によ
る手続きを行った。
その結果、上記相手方は、業務の理解度及び実施手順が適切であり、特定
テーマに関する企画提案の的確性、実現性等の観点も妥当であるとして、
企画競争等審査委員会において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
ものである。

18,249,000 17,952,000 98.37% - 公財 国認定 1者
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Ｒ５荒川下流学習支援運営補助業務
一式

分任支出負担行為担当官
関東地方整備局 荒川下流河川事務所長
出口 桂輔
東京都北区志茂5-41-1

R5.4.16
（公財）日本生態系協会
東京都豊島区西池袋2-30-20

6013305001887

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、荒川の特長や荒川放水路建設の経緯、荒川の治水や自然環境
の現状等に関する学習支援を行うことにより、水防災意識の向上及び河川
環境保全意識の啓発につなげることを目的とする。
本業務を遂行するためには、高度な企画力を必要とすることから、配置予定
技術者の業務実績及び特定テーマを含めた企画提案を求め、企画競争によ
り選定を行った。
公益財団法人　日本生態系協会は、企画提案書をふまえ当該業務を実施
するのに適切と認められたため、左記業者と契約を行うものである。

15,840,000 15,829,000 99.93% - 公財 国認定 1者

Ｒ５荒川下流広報啓発活動補助業務
一式

分任支出負担行為担当官
関東地方整備局 荒川下流河川事務所長
出口 桂輔
東京都北区志茂5-41-1

R5.4.16
（公財）日本生態系協会
東京都豊島区西池袋2-30-20

6013305001887

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、荒川知水資料館を拠点とした広報活動の支援及び展示会・見学
会等の運営補助を行うことにより、河川行政の理解の促進や荒川下流域の
水防意識の向上を図るとともに、事務所広報活動を支援し、広報啓発活動
の円滑な履行を図ることを目的とする。
本業務を遂行するためには、高度な企画力を必要とすることから、配置予定
技術者の業務実績及び特定テーマを含めた企画提案を求め、公平性、透明
性及び客観性が確保される企画競争により選定を行った。
公益財団法人　日本生態系協会は、企画提案書をふまえ当該業務を実施
するのに適切と認められたため、左記業者と契約を行うものである。

16,005,000 15,906,000 99.38% - 公財 国認定 1者

令和5年度　防災教育の普及・展開に関
する広報検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.17
（公財）河川財団
東京都中央区日本橋小伝馬町11-9

9010005000135

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
本業務は、(１) 「防災教育ポータル」コンテンツを効果的に活用するための広
報検討、（２）「防災教育ポータル」サイトの更新、（３）防災教育の連携状況
等に関する事例収集を行い、学校における防災教育の優先度向上に資する
ため、防災教育の学習教材（「防災教育ポータル」等）を活用した防災教育
の普及・展開に関する広報検討を行うことを目的とするものである。本業務
の実施にあたっては、これまでに同種あるいは類似業務を行い、高度な専
門的知見を有している必要がある。
　したがって、企画競争による手続きを行い、その結果、上記相手方の企画
提案は「的確性」、「実現性」で優れており、当該業務の遂行に十分な能力を
有すると認められたため企画競争等審査委員会において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
ものである。

14,014,000 13,981,000 99.76% - 公財 国認定 1者

下水道分野の革新的技術等の普及展
開方策検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.18
（公財）日本下水道新技術機構
東京都新宿区水道町3-1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
下水道事業においては、人口減少を踏まえた下水道経営を改善するための
省エネ等によるコスト縮減、増加する老朽化施設の適切な維持管理・更新、
近年多発する集中豪雨への対応、下水道の有する資源・エネルギーの有効
利用による循環型社会の構築や地球温暖化対策など、様々な課題を抱えて
いる。
また、令和5年3月に策定された新下水道ビジョン加速戦略においても、下水
道をめぐる社会情勢の変化等に対応し、下水道事業の持続性をさらに高め
るためにより効果的・効率的な技術開発が求められている。
本業務では、下水道事業における重点課題や自治体のニーズを把握し、今
後実施すべき技術開発の方向性を検討するとともに、これまでに一般化さ
れた革新的技術等の普及展開方策についてとりまとめ、下水道分野におけ
る技術開発を促進させることを目的とする。
本業務の実施に当たっては、下水道分野の技術開発に関する幅広い知識
や、シーズとニーズのマッチングや他省庁の技術開発制度を踏まえた上で
の企画や、優良な技術シーズの発掘方法を踏まえた検討が必要不可欠で
あり、今般、企画競争による手続きを行った。
その結果、上記相手方は、業務の理解度及び実施手順が適切であり、特定
テーマに関する企画提案の的確性、実現性等の観点も妥当であるとして、
企画競争等審査委員会において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
ものである。

21,021,000 20,900,000 99.42% - 公財 国認定 1者
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令和5年度　雨天時における下水道の
適正処理等に係る検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.19

共同提案体
（公財）日本下水道新技術機構　他2
者
東京都新宿区水道町3-1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
本業務は雨天時浸入水対策を実施するうえで、目標浸入率の設定、運転管
理手法、効果的な発生源対策等の技術的課題が明らかとなっており、それ
らの課題解決に向けた検討を行い、雨天時浸入水の事象が発生している自
治体において、雨天時浸入水対策計画の策定・取組みの促進を目的とす
る。
業務の実施にあたり、ガイドライン（案）の参考値によらない目標浸入率の設
定方法や事例を示すことや、流域下水道における雨天時浸入水対策につい
て、合意形成手法等についても考え方をとりまとめることが必要不可欠であ
るため、今般、企画競争による手続きを行った。
その結果、上記相手方の提案は、目標浸入率を設定する際の妥当性を確
認する手法等について明確化することや、流域下水道全体が合意形成を図
り継続的な対策を実施していくための方策を検討することが必要であること
が理解されていた。また、ガイドライン（案）の参考値によらない目標浸入率
の算出方法や、効果的な雨天時浸入水の発生源対策を実施している事例
を体系的に整理するなど、具体的な提案がなされており、特定テーマに関す
る企画提案の的確性及び実現性の観点等から妥当であるとして企画競争
等審査委員会において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
ものである。

24,893,000 24,860,000 99.87% - 公財 国認定 1者

令和5年度　下水道による総合的な都市
浸水対策の推進方策検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.20
（公財）日本下水道新技術機構
東京都新宿区水道町3-1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
本業務は、下水道による内水浸水対策に関するガイドライン類の主な内容
を踏まえ、気候変動の影響等を考慮した取組を推進するため、『気候変動の
影響を反映した計画への見直し』『内水浸水想定区域図作成・公表・周知の
加速化』等に向け、ハードとソフトを組み合わせた総合的な浸水対策の効果
的な推進方策について検討し、浸水被害の早期軽減を図ることを目的とす
る。
業務の実施にあたり、下水道による都市浸水対策の中長期的な計画である
「雨水管理総合計画」の策定等に係る検討には内水浸水対策に関するガイ
ドライン類を踏まえることや、計画策定において課題となるシミュレーション
モデルの構築に関する支援策を検討することは、総合的な浸水対策の効果
的な推進方策の検討が必要不可欠であるため、今般、企画競争による手続
きを行った。
その結果、上記相手方の提案は、内水浸水対策に関するガイドライン類の
課題とその解決策が提案され、計画策定において課題となるシミュレーショ
ンモデルの構築に関して目的に応じたシミュレーション手法を検討する事が
必要であることが理解されていた。また、流域治水の取組み促進に向けた
検討について、考慮すべき事項が適切に理解されていたとともに、多様な主
体と連携し、流域治水として下水道の役割を考慮した計画の策定に向けた
具体的な提案がなされており、特定テーマに関する企画提案の的確性及び
実現性の観点等から妥当であるとして企画競争等審査委員会において特定
された。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
ものである。

49,973,000 49,940,000 99.93% - 公財 国認定 1者

治水事業等の効果に係る広報資料等作
成業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.21
（公社）日本河川協会
東京都千代田区麹町2-6-5

5010005016762

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
気候変動の影響等により激甚化、頻発化する水害に対応するため、「流域
治水」の取組等、これまで着実に推進してきたが、さらなる治水事業の進捗
および被害の縮小を図るためには、水害の実態やそれに対する流域治水等
の河川行政や治水事業等の取組・効果について流域の関係者、ひいては国
民全体の理解を得ることが不可欠である。
本業務では、近年激甚化する水害の被害状況を広く国民に周知するととも
に、治水事業等による効果や河川行政の役割について発信するため、わか
りやすい資料の作成等を行うものである。
　本業務の実施にあたっては、治水事業や河川行政等に関わる高度な知識
と技術を必要とするため、今般、企画競争による手続きを行った。
　その結果、上記相手方は、管理技術者の経験及び能力において高い評価
であること、企画提案における実施方針・実施フロー・工程表や特定テーマ
に対する的確性、実現性の観点から優れていると企画競争等審査委員会に
おいて特定された。
　よって、本業務を遂行しうる者として、上記相手方と随意契約を締結するも
のである。

11,627,000 11,605,000 99.81% - 公社 国認定 1者
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モデル都市・地域の下水道における脱
炭素化に向けたエネルギー消費等の調
査・方策検討支援業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.26

共同提案体
（公財）日本下水道新技術機構　他
１者
東京都新宿区水道町3-1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
下水道では、地球温暖化対策計画（令和3 年10 月閣議決定）において、デ
ジタルトランスフォーメーション（DX）を通じた施設管理の高度化・効率化を図
るとともに、省エネルギー設備の導入、太陽光や下水熱などの再生可能エ
ネルギーの導入等を推進する。また、下水汚泥由来の固形燃料や消化ガス
の発電など、下水道バイオマスを有効活用した創エネルギーの取組を推進
することと示されている。
これまで、平成２６年７月に下水道政策研究委員会がとりまとめた「新下水
道ビジョ
ン」に基づき、水・資源・エネルギーの集約・自立・供給拠点化を目指して各
種対策を進めてきたところであるが、2030 年地球温暖化対策の達成、2050
年カーボンニュートラルの実現に向けて、脱炭素社会実現に貢献し、地域の
生活の安定、向上につなげるために、下水道に有するポテンシャルの最大
活用、温室効果ガスの積極的な削減、地域との連携といった更なる取組を
図る必要がある。
本業務では、モデル都市・地域の下水処理場を対象としたエネルギー消費
分析、省エネルギー対策の実施支援、並びに脱炭素化の推進と持続可能
性の向上に資することを目的とする。
実際にモデル都市・地域の省エネルギー診断を実施し、効果的な対策の検
討や導入スキーム、事業化スケジュールの策定支援を行う上で、下水道事
業や地球温暖化対策に関する専門性が求められるため、今般企画競争に
よる手続きを行った。
その結果、上記相手方は、業務の理解度及び実施手順が極めて適切であ
り、特定テーマに関する企画提案の的確性、実現性等の観点も適切である
として、企画競争等審査委員会において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
ものである。

50,083,000 49,742,000 99.32% - 公財 国認定 2者

令和5年度地域バイオマスや下水熱等
の活用促進に向けた検討支援業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.27

共同提案体
（公財）日本下水道新技術機構　他
１者
東京都新宿区水道町3-1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
下水道では、地球温暖化対策計画（令和3 年10 月閣議決定）において、デ
ジタルトランスフォーメーション（DX）を通じた施設管理の高度化・効率化を図
るとともに、省エネルギー設備の導入、太陽光や下水熱などの再生可能エ
ネルギーの導入等を推進する。また、下水汚泥由来の固形燃料や消化ガス
の発電など、下水道バイオマスを有効活用した創エネルギーの取組を推進
することと示されている。
これまで、平成２６年７月に下水道政策研究委員会がとりまとめた「新下水
道ビジョン」に基づき、水・資源・エネルギーの集約・自立・供給拠点化を目
指して各種対策を進めてきたところであるが、2030 年地球温暖化対策の達
成、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、脱炭素社会実現に貢献
し、地域の生活の安定、向上につなげるために、下水道に有するポテンシャ
ルの最大活用、温室効果ガスの積極的な削減、地域との連携といった更な
る取組を図る必要がある。
本業務では、地域バイオマスの活用を通じた下水処理場のエネルギー拠点
化や下水熱の活用促進に関する課題整理及び方策の検討を行うことによ
り、具体的な案件形成及び計画策定の補助を支援することを目的とする。
本業務の実施にあたり、下水処理場におけるエネルギー拠点化を検討する
地方公共団体の課題に対する助言を行い、拠点化における課題の整理及
び解決を行うことから、専門的知見に基づく検討が必要不可欠であるため、
今般企画競争による手続きを行った。
その結果、上記相手方は、業務理解度が極めて高く、実施手順も極めて妥
当であり、特定テーマに関する企画提案の的確性、実現性等の観点も妥当
であるとして、企画競争審査委員会において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
ものである。

17,006,000 17,000,000 99.96% - 公財 国認定 1者

令和5年度　雨水出水浸水想定区域に
おける避難に資するトリガー情報検討業
務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.27

共同提案体
（公財）日本下水道新技術機構　他
１者
東京都新宿区水道町3-1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
本業務では、改正水防法に基づく雨水出水浸水想定区域の指定に伴い必
要となる、避難に資するトリガー情報（人的災害を生ずるおそれがある雨水
出水に関する情報）の効果的な設定方法等を検討し、雨水出水浸水想定区
域の指定や住民の避難行動を促進するための取組みを推進することを目的
とする。
業務の実施にあたり、トリガー情報は、内水氾濫の特徴であるリードタイム
が短いことも考慮したうえで有効性や設定方法を検討することや、下水道施
設の運用方法を把握、理解したうえでシミュレーション条件を設定し検討す
ることが必要不可欠であるため、今般、企画競争による手続きを行った。
その結果、上記相手方の提案は、留意すべき事項が適切に理解されていた
とともに、シミュレーションを実施するモデル地区の選定方法など、具体的な
提案がなされており、特定テーマに関する企画提案の実現性及び独創性の
観点等から妥当であるとして企画競争等審査委員会において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
ものである。

11,000,000 11,000,000 100.00% - 公財 国認定 2者
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令和5年度　新たな水環境管理に関する
検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.28

共同提案体
（公財）日本下水道新技術機構　他
１者
東京都新宿区水道町3-1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
本業務では、下水処理場における栄養塩類の能動的運転管理等に関する
検討に加え、東京湾再生のための行動計画（第三期）の推進、下水道へ流
入する可能性のある科学物質、病原微生物等についての情報を収集、その
水系水質リスクおよび下水道における除去効果を適切に評価し、また、生態
系にも配慮した対応方針の検討、さらに、今後の水環境管理のあり方につ
いて検討することを目的とする。
業務の実施にあたり、従来の水質規制を中心とした水環境行政から地域の
水環境の特性やニーズに合わせた水環境への転換、脱炭素社会への貢献
など、下水道に求められる近年の役割の変化を踏まえ、今後の水環境管理
のあり方について、検討が必要不可欠であるため、今般、企画競争による
手続きを行った。
その結果、上記相手方の提案は、留意すべき事項が適切に理解されていた
とともに、計画放流水質や計画処理水質など法定計画に定める水質基準の
見直しや水系水質リスクへの対応について、具体的な物質名を踏まえた上
で提案がなされており、特定テーマに関する企画提案の的確性及び実現性
の観点等から妥当であるとして企画競争等審査委員会において特定され
た。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
ものである。

49,610,000 49,610,000 100.00% - 公財 国認定 1者

令和5年度　今後の水環境改善のあり
方に関する検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.28

共同提案体
（公財）日本下水道新技術機構　他2
者
東京都新宿区水道町3-1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
本業務は、流総計画における課題や問題点等を把握し、今後の制度のあり
方等について有識者の意見も伺い、論点整理を行うものである。また、合流
式下水道については、これまで実施してきた合流改善事業を評価するととも
に今後のあり方について検討するものである。
業務の実施にあたり、流総計画及び合流式下水道の改善対策に関する今
後の制度のあり方の検討が必要不可欠であるため、今般、企画競争による
手続きを行った。
その結果、上記相手方の提案は、留意すべき事項が適切に理解されていた
とともに、流総計画における水質環境基準の達成率の推移や合流式下水道
における河川等との連携を踏まえた上で具体的な提案がなされており、特
定テーマに関する企画提案の的確性及び実現性の観点等から妥当であると
して企画競争等審査委員会において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
ものである。

39,556,000 39,545,000 99.97% - 公財 国認定 1者

令和5年度　下水道における新型コロナ
ウイルスに関する調査検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.4.28

共同提案体
（公財）日本下水道新技術機構　他2
者
東京都新宿区水道町3-1

4011105003503

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
本業務では、新型コロナウイルス感染症に関する下水疫学調査における下
水道管理者の協力のあり方等について調査検討を行う。
業務の実施にあたり、適切にモニタリング調査を実施し、下水道による特性
を踏まえた疫学解析を行うためのデータや情報をまとめ、新型コロナウイル
ス感染症に関する下水疫学調査における下水道管理者の協力のあり方等
について検討することが必要不可欠であるため、今般、企画競争による手
続きを行った。
その結果、上記相手方の提案は、留意すべき事項が適切に理解されていた
とともに、下水モニタリングの実施方法にかかる具体的な提案（サンプリング
の頻度、方法、時間帯等）がなされており、業務理解度、実施手順及び特定
テーマに対する企画提案の実現性及び業務執行能力の観点から妥当であ
るとして企画競争等審査委員会において特定された。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
ものである。

39,809,000 39,765,000 99.89% - 公財 国認定 2者

持続的な河川維持管理方策の向上に
関する検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.5.2
共同提案体
（公財）河川財団　他３者
東京都中央区日本橋小伝馬町11-9

9010005000135

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
本業務は、持続的な河川維持管理方策の向上のため、三次元点群データ
の精度向上等点検技術の進化、また、これら新技術も活用した河道等の点
検評価手法の改善方策や、排水機場等の最適な施設操作手法等について
検討を行うものである。
したがって、本業務の実施にあたっては、河川維持管理の現状を踏まえた、
河川管理施設等の点検評価の効率化等改善方策や三次元点群データ等の
活用拡充検討等において専門的な技術が求められることから、企画提案さ
せる必要があった。
今般、企画競争による手続きを行い、その結果、上記相手方の提案は、実
施方針等について本業務の業務項目を適切に把握するとともに、河川管理
施設等の点検評価の効率化等改善方策や三次元点群データ等の活用拡充
等を検討するにあたって考慮すべき基準を体系的に理解した提案であり実
現性が示されたことから、企画競争等審査委員会において特定された。
よって、本業務を最も適切に行える唯一の者として、上記相手方と随意契約
を締結するものである。

30,107,000 29,997,000 99.63% - 公財 国認定 1者
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まちづくりと連携した持続可能な都市交
通システムのあり方に関する調査検討
業務

支出負担行為担当官
都市局長
天河　宏文
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.5.8
共同提案体（構成員）
（公社）日本交通計画協会
東京都文京区本郷3-23-1

8010005003758

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務では、既存の諸計画の整理・分析や課題の抽出、地域における実態
把握等を通じ、まちづくりと地域交通との連携を促進するための、より効果
的かつ効率的な方策について検討を行うことを目的とする。
　本業務を行うにあたっては、都市交通政策に関する業務を行った実績を有
していることなどが必要であり、担当者の知識や経験及び本業務のテーマ
等の検討方法についての幅広い提案を評価し、優れた提案を選定する企画
競争を経て発注することが適切であるため、価格中心による一般競争では
なく、当該手続きを行ったところである。
   その結果、上記相手方の企画提案は、本業務の趣旨を的確に理解し、妥
当性の高い実施手順を提示しており、特定テーマに対する企画提案につい
ても、的確性、実現性に優れていると判断したこと、また、本業務の遂行に
あたって十分な専門性、経験があると判断したことから、企画競争実施委員
会及び企画競争有識者委員会にて当該法人を特定したものである。
したがって本調査については、会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２
条の４第３号に基づき、まちづくりと連携した持続可能な都市交通システム
のあり方に関する調査検討業務日本工営・日本交通計画協会・オリエンタル
コンサルタンツ共同提案体と随意契約を行うものである。

14,996,300 14,960,000 99.76% - 公社 国認定 ２者

都市空間における自動運転技術の導入
に向けた都市環境整備等に関する調査
検討業務

支出負担行為担当官
都市局長
天河　宏文
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.5.8
共同提案体（構成員）
（公社）日本交通計画協会
東京都文京区本郷3-23-1

8010005003758

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務では、今後の都市空間における自動運転技術の導入にあたり、正負
両方の観点からの留意事項をふまえ、効果的な活用方策や、必要な環境整
備等について検討を行うことを目的とする。
　本業務を行うにあたっては、都市交通政策に関する業務を行った実績を有
していることなどが必要であり、担当者の知識や経験及び本業務のテーマ
等の検討方法についての幅広い提案を評価し、優れた提案を選定する企画
競争を経て発注することが適切であるため、価格中心による一般競争では
なく、当該手続きを行ったところである。
   その結果、上記相手方の企画提案は、本業務の趣旨を的確に理解し、妥
当性の高い実施手順を提示しており、特定テーマに対する企画提案につい
ても、的確性、実現性に優れていると判断したこと、また、本業務の遂行に
あたって十分な専門性、経験があると判断したことから、企画競争実施委員
会及び企画競争有識者委員会にて当該法人を特定したものである。
したがって本調査については、会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２
条の４第３号に基づき、日建設計総合研究所・日建設計・日本交通計画協
会・パシフィックコンサルタンツ共同提案体と随意契約を行うものである。

9,999,000 9,999,000 100.00% - 公社 国認定 ２者

都市緑化等による温室効果ガス吸収源
対策の推進等に関する調査

支出負担行為担当官
都市局長
天河 宏文
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.5.8
(公財)都市緑化機構
東京都千代田区神田神保町3-2-4

9010005011405

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務では、パリ協定に基づく枠組のもとで条約事務局に提出する、都市緑
化等による温室効果ガスの吸収量の算出に係るデータを整理するともに、
吸収量算定の精度向上に係る検討を行うことで、都市緑化等による地球温
暖化対策への貢献を促進することを目的とするものである。
本業務の履行にあたっては、条約事務局への報告のための都市緑化等に
よる温室効果ガス吸収量の算定や、新たに温室効果ガス吸収量を算定する
緑地やその算定手法についての検討等を行うための能力が必要である。
このため、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者の知識
や経験、業務の実施方針、特定テーマに対する企画提案等を評価し、請負
者を選定できる企画競争により発注することが適切であり、当該手続きを
行ったところである。
企画競争実施のため、令和５年３月１７日から令和５年４月４日までの期間、
庁舎内掲示板及び調達情報公開システムにて本業務に係る企画を募集し
たところ、５者が業務説明書の交付を求め、期限までに１者から企画提案書
の提出があった。提出のあった１者の企画提案書の内容について、評価者
３名による匿名審査方式による書類審査を行い、「企画競争実施委員会」及
び「都市局企画競争有識者委員会」に諮った結果、公益財団法人都市緑化
機構の企画提案が特定された。
その内容は、業務の理解度が高く、特定テーマに対する企画提案について
も的確性があり、本業務の遂行に当たって十分な専門性、経験を有している
と判断されることから、会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令
第１０２条の４第３号に基づき、同法人と随意契約を行うものである。

10,681,000 10,681,000 99.96% - 公財 国認定 1者
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日本庭園に関する技術の普及・啓発の
あり方検討調査業務

支出負担行為担当官
都市局長
天河 宏文
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.5.8
(公財)都市緑化機構
東京都千代田区神田神保町3-2-4

9010005011405

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、日本の造園技術者の派遣による海外の日本庭園の修復や、国
際園芸博覧会等の場を活用した日本庭園の技術の普及を通じ、日本庭園
の保全再生・整備に向けた技術的な知見を蓄積するとともに、日本庭園に
関する造園技術の国内外に向けた普及・啓発のあり方の調査を行うもので
ある。
本業務の履行にあたっては、海外日本庭園の修復計画の作成を支援し、修
復の実施にあたり現地との調整を行い、修復後の庭園の維持管理マニュア
ル作成等を実施する能力及び日本庭園に関する造園・緑化技術の効果的
な情報発信のあり方について検討を行う能力が必要である。
このため、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者の知識
や経験、業務の実施方針、特定テーマに対する企画提案等を評価し、請負
者を選定できる企画競争により発注することが適切であり、当該手続きを
行ったところである。
企画競争実施のため、令和５年３月１７日から令和５年４月３日までの期間、
庁舎内掲示板及び調達情報公開システムにて本業務に係る企画を募集し
たところ、２者が業務説明書の交付を求め、期限までに１者から企画提案書
の提出があった。提出のあった１者の企画提案書の内容について、評価者
３名による匿名審査方式による書類審査を行い、「企画競争実施委員会」に
諮った結果、公益財団法人都市緑化機構の企画提案が特定された。
その内容は、業務の理解度が高く、特定テーマに対する企画提案について
も的確性及び実現性があり、本業務の遂行に当たって十分な専門性、経験
を有していると判断されることから、会計法第２９条の３第４項及び予算決算
及び会計令第１０２条の４第３号に基づき、同法人と随意契約を行うものであ
る。

15,994,000 15,980,000 99.88% - 公財 国認定 1者

令和5年度　河川に係る活動に関する調
査分析業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.5.8
（公社）日本河川協会
東京都千代田区麹町2-6-5

5010005016762

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
本業務は、水循環系の健全化に寄与する水防災、水環境、水文化分野など
の河川に係る活動について広く調査し、国内における水循環系への関心を
把握することにより、「日本水大賞」の募集・企画、表彰審査及び表彰式の
企画・運営方針を検討し適切に反映・実施することを目的とする。
本業務の実施において、水防災に関する基本的な理念である水防災意識
社会の実　現に向け、防災教育や避難訓練等の水害に関する地域防災に
ついて着目し、国の施　策に沿った取り組みや活動特性に応じた活動内容
の整理や調査分析を行う能力が必　要となり、豊かな経験と高度な知識が
求められることから、今般、企画競争による　手続きを行った。
その結果、上記相手方の提案は、「実施方針・実施フロー・工程表等」、「特
定テ　ーマに対する企画提案の的確性及び実現性」で優れており、当該業
務の遂行に十分　な能力を有すると企画競争等審査委員会において認めら
れた。
よって、本業務を適切に行える者として、上記相手方と随意契約を締結する
もの　である。

29,986,000 29,931,000 99.82% - 公社 国認定 1者

令和5年度　新たな水辺空間利活用の
取組手法に関する調査検討業務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.5.11
（公財）リバーフロント研究所
東京都中央区新川1-17-24

1010005018655

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
本業務は、水辺空間の利活用を推進するこれまでの取組を念頭に、流域治
水やアフターコロナ等の最新状況を踏まえ、民間事業者とも連携した新たな
水辺空間活用方策を検討するものである。
本業務の実施にあたっては、住民・民間事業者等が主体的に水辺空間の活
用に取り組むためのノウハウについての深い理解のもと、水辺空間に求め
られる新たなニーズ調査や流域治水への多様な地域主体の参画・ソーシャ
ルデザインについて検討する必要があり、豊かな経験と高度な知識が求め
られることから、企画提案させる必要があった。
今般、企画競争による手続きを行い、その結果、上記相手方の提案は、業
務内容を　適切に把握しており、的確性・実現性に優れていることから、企画
競争等審査委員会において特定された。
よって、本業務を履行できるのは上記相手方のみであるため、随意契約を
締結するものである。

34,881,000 34,870,000 99.97% - 公財 国認定 1者
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令和5年度　河川環境教育推進検討業
務

支出負担行為担当官
国土交通省 水管理・国土保全局長
岡村　次郎
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.5.11
（公財）河川財団
東京都中央区日本橋小伝馬町11-9

9010005000135

根拠条文：会計法第29条の3第4項及び予決令第102条の4第3号
本業務は、河川環境教育を推進し、川の恵みと災い、水難事故防止等につ
いて広く効果的に普及啓発するための学習ツールや、教育関係者等に対す
る支援ツール等の検討・作成を行うことを目的とするものである。
本業務の実施にあたっては、学校教育における河川環境教育の位置付け
や、水難事故についての深い理解のもと、河川環境教育を教育関係者が効
果的に取り組めるよう、教育関係者の必要とする情報・データ等の提供手法
の検討や、水難事故防止等を含めた効果的な情報発信方策について検討・
実施する必要があり、豊かな経験と高度な知識が求められることから、企画
提案させる必要があった。
今般、企画競争による手続きを行い、その結果、上記相手方の提案は、業
務内容を　適切に把握しており、的確性・実現性に優れていることから、企画
競争等審査委員会において特定された。
よって、本業務を履行できるのは上記相手方のみであるため、随意契約を
締結するものである。

10,989,000 10,989,000 100.00% - 公財 国認定 1者

令和５年度　自転車利用機会の創出に
関する調査業務

支出負担行為担当官　丹羽　克彦
国土交通省道路局
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.5.16

令和５年度　自転車利用機会の創
出に関する調査業務ドーコン・中央
復建コンサルタンツ・パシフィックコ
ンサルタンツ・日本交通計画協会共
同提案体
（公社）日本交通計画協会　他　３者
東京都文京区本郷3-23-1

8010005003758

本業務は、自転車の利用機会を創出するため、サイクルツーリズムの推進
や公共的な交通であるシェアサイクル等に関する調査・検討を行うことを目
的とする。
本業務の実施にあたっては、サイクルツーリズムの取組による経済波及効
果の算出など高度な知識と豊かな経験が求められるため、企画提案の具体
的な内容を精査し、評価することが必要であることから、実施しうる者を特定
するため、企画競争方式に基づき、道路局企画競争有識者委員会を実施し
た。
その結果、上記業者は、配置予定技術者の資格・経歴など業務の遂行体制
が充実していること、また、ヒアリングの結果から、技術者の実績、経験、能
力や業務実施方針が特に優れていた。さらに、特定テーマである「サイクル
ルートの利用環境、利用状況、取組状況の効率的な調査手法に関する着眼
点」に対する企画提案は、サイクルルートの調査手法の合理化や今後の展
開を的確に提案しており、サイクルツーリズムによる自転車の利用機会を創
出する観点から非常に重要で、的確かつ説得力のある提案内容であったこ
とから、道路局企画競争有識者委員会においても、本業務を遂行するに当
たって適した業者であると認められたところである。
以上のことから、本業務を履行できるのは上記相手方のみであるため、随
意契約を締結するものである。

根拠条文
会計法第２９条の３第４項　予算決算及び会計令第１０２条の４第３号

30,943,000 30,932,000 99.96% - 公社 国認定 1者

令和５年度　事業用自動車に係る交通
事故分析等業務

支出負担行為担当官　丹羽　克彦
国土交通省道路局
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.5.18
（公財）交通事故総合分析センター
東京都千代田区神田猿楽町２－７
－８　住友水道橋ビル８F

2010005018547

本業務の目的は、交通安全対策の効果的な推進に資するよう、事業用自動
車に係る重大事故に関する原因分析とその結果を踏まえての道路管理者
が取り得る交通安全対策の提案を行うこと及び交通事故が多く発生するエ
リア等を分析するとともに、事故件数等の経年的な推移や事故形態等との
関係について明確化し、その削減方法について検討を行うことである。
本検討にあたっては、事業用自動車等事故と事故発生要因の因果関係並
びに事故要因と効果的な対策の関係について十分な知識を有することが必
要であるとともに、それらの裏付けとなる過去の事故に関するデータを有す
ることが必要となる。
事業用自動車等の交通事故に関するデータについては、道路交通法第百
八条の十三により交通事故の発生に関する情報を有しているのは（公財）交
通事故総合分析センターのみである。
また、（公財）交通事故総合分析センターは道路交通法第百八条の十四に
より
①交通事故の実例に即して、道路交通の状況、運転者の状況その他の交
通事故に関係する事項について、その原因等に関する科学的な研究に資す
るための調査を行うこと
②交通事故の原因等に関する科学的な研究を目的として、事故例調査に係
る情報又は資料その他の個別の交通事故に係る情報又は資料を分析する
こと
③交通事故一般に関する情報又は資料を収集し、及び分析し、その他交通
事故に関する科学的な調査研究を行うこと
等を業務とし、本業務の遂行にあたっての十分な知識及び専門的な技術を
有している唯一の機関である。
従って、会計法第29条の3第4項、予決令第102条の4第3号により、（公財）
交通事故総合分析センターと随意契約を行うものである。

24,937,000 24,750,000 99.25% - 公財 国認定 1者
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令和５年度　自動運転車等に係る交通
事故分析及び道路構造からの再発防止
策検討業務

支出負担行為担当官　丹羽　克彦
国土交通省道路局
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.5.25
（公財）交通事故総合分析センター
東京都千代田区神田猿楽町２－７
－８　住友水道橋ビル８F

2010005018547

２０２３年４月から特定自動運行が可能となり、今後はレベル４自動運転実現
に向けた、実証実験の拡大が想定される。本業務では、関係省庁、自動運
転車等に係る事業者と連携し、自動運転車等に係る交通事故等に関する
データや情報の収集・分析を行う。また、レベル４自動運転等の実現にあた
り道路構造や道路交通環境が自動運転車等に及ぼす影響や事故発生リス
クについて整理する。これらの結果から事故防止策の検討を行うものであ
る。
本業務の実施にあたっては、自動運転車両等における交通事故の発生要
因の分析及び事故の再発防止策の検討の裏付けとなる過去の事故に関す
るデータを有することが必要となる。
当該交通事故の発生に関する情報を有しているのは、道路交通法第百八
条の十三の規定に基づき指定されている（公財）交通事故総合分析セン
ターのみであり、また、自動運転車を含む交通事故に関するデータについて
も、（公財）交通事故総合分析センターのみが有している。さらに、（公財）交
通事故総合分析センターは道路交通法第百八条の十四により
①交通事故の実例に即して、道路交通の状況、運転者の状況その他の交
通事故に関係する事項について、その原因等に関する科学的な研究に資す
るための調査を行うこと
②交通事故の原因等に関する科学的な研究を目的として、事故例調査に係
る情報又は資料その他の個別の交通事故に係る情報又は資料を分析する
こと
③交通事故一般に関する情報又は資料を収集し、及び分析し、その他交通
事故に関する科学的な調査研究を行うこと等を業務とし、本業務の遂行に
あたっての十分な情報、知識及び専門的な技術を有している唯一の機関で
ある。
以上のことから、本業務を履行できるのは上記相手方のみであるため、随
意契約を締結するものである。

根拠条文
会計法第２９条の３第４項　予算決算及び会計令第１０２条の４第３号

29,997,000 29,700,000 99.01% - 公財 国認定 1者

令和５年度　地積測量図作成等業務（そ
の１）

分任支出負担行為担当官
四国地方整備局山鳥坂ダム工事事務所長
竹内　宏隆
愛媛県大洲市肱川町予子林6-4

R5.6.5
（公社）愛媛県公共嘱託登記土地家
屋調査士協会
愛媛県松山市南江戸1-4-14

9500005006917

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
　本業務は、山鳥坂ダム事業において、過年度に（公社）愛媛県公共嘱託登
記土地家屋調査士協会が調査等を行った土地について、公共用地の取得
に伴う分筆登記、地積更正登記など、土地の表示登記を行うために必要と
なる地積測量図の作成等を行うものである。地積測量図は土地の表示登記
の中核となる書類であるが、その作成方法は松山地方法務局が定めた「不
動産の表示に関する登記事務取扱要領」第６条第１６項において「地積測量
図に作成者として署名し、又は記名押印すべき者は、当該土地を調査し、測
量した者とする。」と定められている。
　従って、本業務の対象となる土地について地積測量図の作成を行える者
は、当該土地の調査等を実施した左記相手方に限定される。

1,045,726 1,045,726 100.00% - 公社 国認定 1者 単価契約

まちづくりと連携した連続立体交差事業
及び駅周辺整備等に関する調査検討業
務

支出負担行為担当官
都市局長
天河　宏文
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.6.6
共同提案体（代表者）
（公社）日本交通計画協会
東京都文京区本郷3-23-1

8010005003758

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務では、まちづくりの観点から連続立体交差事業の目的や必要性、多
面的効果を改めて整理するとともに、既存踏切の実態等の整理から、効果
的な事業展開や整備方策等について検討する。また、交通結節点整備に関
する既存制度及び整備事例を整理するとともに、既存のデータについて、
データベース化・オープン化に向けた検討を行うものである。
　本業務を行うにあたっては、鉄道駅周辺基盤整備に関する業務を行った
実績を有していることなどが必要であり、担当者の知識や経験及び本業務
のテーマ等の検討方法についての幅広い提案を評価し、優れた提案を選定
する企画競争を経て発注することが適切であるため、価格中心による一般
競争ではなく、当該手続きを行ったところである。
　その結果、上記相手方の企画提案については、本業務の趣旨を的確に理
解し、妥当性の高い実施手順を提示し、特定テーマに対する企画提案につ
いても、的確性があるものと判断したこと、業務の遂行にあたって十分な専
門性、経験があると判断したことから、企画競争実施委員会にて当該共同
提案体を特定したものである。
　したがって本調査については、会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０
２条の４第３号に基づき、まちづくりと連携した連続立体交差事業及び駅周
辺整備等に関する調査検討業務公益社団法人日本交通計画協会・株式会
社トーニチコンサルタント・パシフィックコンサルタンツ株式会社共同提案体と
随意契約を行うものである。

25,960,000 25,960,000 100.00% - 公社 国認定 ２者



公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数

公益法人の場合

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格（円） 契約金額（円） 落札率

再就職
の役員
の数

備考

都市圏全体でのコンパクト・プラス・ネッ
トワークの取組の高質化・多様化に関す
る検討業務

支出負担行為担当官
都市局長
天河　宏文
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.6.16
共同提案体（代表者）
（公財）都市計画協会　他1者
東京都千代田区紀尾井町3-32

5010005018899

会計法第29条の3第4項
　予決令第102条の4第3号
本業務は、各地域の多様な暮らし方・働き方に応じたコンパクト・プラス・ネッ
トワークの取組がより実効性をもって進められることに資するよう、各地域に
おいて取り組まれているまちづくりの取組事例について幅広い観点から調
査・分析等を行うとともに、コンパクト・プラス・ネットワークの取組の高質化・
多様化に向けた各拠点における空間像のあり方や取り組みの深化を図る
様々な情報提供のあり方についてを検討するものである。
本業務の履行にあたっては、コンパクト・プラス・ネットワークに関する多様な
先進取組事例を抽出し、調査・分析する際や、都市計画区域外を含む拠点
形成や広域連携等の事例を収集整理し、横展開に向けた検討を実施する
際に、実際に立地適正化計画に関連する調査・検討業務に携わった経験に
基づいた着眼点や知見など、高度な知識・技術を有していることなどが必要
であり、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者の経験及
び能力、実施方針・実施フロー・工程表・その他、特定テーマに対する企画
提案等を評価し、請負者を選定できる企画競争により発注することが適切で
あることから、その手続きを行ったところである。
企画競争実施のため、令和5年3月31日から4月24日までの期間、庁舎内掲
示板および調達情報公開システムにて本調査に関する企画を募集したとこ
ろ、11者が業務説明書の交付を求め、4月24日までに5者から企画書の提出
があった。提出のあった5者の企画書の内容について、評価者3名による書
類審査を行い、「企画競争実施委員会」および「企画競争有識者委員会」に
諮った結果、都市圏全体でのコンパクト・プラス・ネットワークの取組の高質
化・多様化に関する検討業務共同提案体が本業務について適切な企画提
案を行っており、本業務を確実に遂行できる能力を有していると判断できる
ことから特定された。
したがって本業務については、会計法29条の3第4項および予算決算および
会計令第102条の4第3号に基づき、同者と随意契約を行うものである。

19,921,000 19,910,000 99.94% - 公財 国認定 5者

Ｒ５大型車両の通行適正化に関する啓
発活動支援業務
一式

支出負担行為担当官
関東地方整備局長
廣瀬 昌由
埼玉県さいたま市中央区新都心2-1

R5.6.28
（公財）日本道路交通情報センター
東京都千代田区飯田橋1-5-10

2010005004175

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、大型車両の通行適正化に向けて、運送事業者、荷主及び社会
一般に対する効果的な啓発活動の取組内容について、国土交通省、高速
道路会社、地方公共団体及び関係企業団体が連携して設立した「大型車通
行適正化に向けた関東地域連絡協議会」（以下「連絡協議会」という。）へ提
案を行い、決定された取組内容の実施及び効果検証を行うとともに、同協議
会の運営支援を行うものである。
本業務を遂行するためには、高度な企画力を必要とすることから、運送事業
者、荷主及び社会一般に対する特殊車両通行制度に関する効果的な広報
手法について技術提案を求め、企画競争により業者選定をおこなった。
公益財団法人日本道路交通情報センターは、企画提案書をふまえ当該業
務を実施するのに適切と認められたため、左記業者と契約を行うものであ
る。

9,966,000 9,956,100 99.90% - 公財 国認定 1者

コンパクト・プラス・ネットワークの都市構
造の実現に資する自動運転技術の活用
に向けた実証実験調査業務

支出負担行為担当官
都市局長
天河　宏文
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.6.30
共同提案体（代表者）
（公社）日本交通計画協会
東京都文京区本郷3-23-1

8010005003758

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務では、都市施設への導入が想定される自動運転バスの実道走行実
験等により、実験
を実施する箇所における個別の課題を把握し、早期実装に向けて今後さら
に検証が必要とな
る事項を検討することを目的とする。
　本業務を行うにあたっては、都市交通政策に関する業務を行った実績を有
していることなどが必要であり、担当者の知識や経験及び本業務のテーマ
等の検討方法についての幅広い提案を評価し、優れた提案を選定する企画
競争を経て発注することが適切であるため、価格中心による一般競争では
なく、当該手続きを行ったところである。
   その結果、上記相手方の企画提案は、本業務の趣旨を的確に理解し、妥
当性の高い実施手順を提示しており、特定テーマに対する企画提案につい
ても、的確性、実現性に優れていると判断したこと、また、本業務の遂行に
あたって十分な専門性、経験があると判断したことから、企画競争実施委員
会及び企画競争有識者委員会にて当該法人を特定したものである。
したがって本調査については、会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２
条の４第３号に基づき、コンパクト・プラス・ネットワークの都市構造の実現に
資する自動運転技術の活用に向けた実証実験調査業務日本交通計画協
会・パシフィックコンサルタンツ共同提案体と随意契約を行うものである。

39,959,700 39,908,000 99.87% - 公社 国認定 １者



公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数

公益法人の場合

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格（円） 契約金額（円） 落札率

再就職
の役員
の数

備考

２０２７年国際園芸博覧会政府出展事業
（屋外展示等に係る業務）

支出負担行為担当官
都市局長
天河 宏文
東京都千代田区霞が関2-1-3

R5.6.30
共同提案体（構成員）
(公財)都市緑化機構
東京都千代田区神田神保町3-2-4

9010005011405

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、２０２７年国際園芸博覧会において、国土交通省及び農林水産省
で連携し、開催国政府としての出展（以下、「政府出展」）を実施するため、屋
外展示に係る検討を行うことを目的とする。
本業務の履行にあたっては、政府出展の検討を分担して実施する農林水産
省、さらには(公社)２０２７年国際園芸博覧会協会や横浜市等と綿密に連携
して検討を進めるための体制構築、幅広い事例等に基づき検討を実施する
能力や適切に事例等を収集する能力等が必要である。
このため、本件は価格中心による一般競争に馴染まず、配置予定者の知識
や経験、業務の実施方針、特定テーマに対する企画提案等を評価し、請負
者を選定できる企画競争により発注することが適切であり、当該手続きを
行ったところである。
企画競争実施のため、令和５年５月１１日から令和５年６月２日までの期間、
庁舎内掲示板及び1行目調達情報公開システムにて本業務に係る企画を募
集したところ、４者が業務説明書の交付を求め、期限までに１者から企画提
案書の提出があった。提出のあった１者の企画提案書の内容について、評
価者３名による匿名審査方式による書類審査を行い、「企画競争実施委員
会」に諮った結果、プレック研究所・都市緑化機構共同提案体の企画提案が
特定された。
その内容は、業務の理解度が高く、特定テーマに対する企画提案について
も的確性・実現性があり、本業務の遂行に当たって十分な専門性、経験を有
していると判断されることから、会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び
会計令第１０２条の４第３号に基づき、同社と随意契約を行うものである。

30,995,748 30,965,000 99.89% - 公財 国認定 1者

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


